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吸収分割に関する事前開示書類 

（会社法第782条第１項及び会社法施行規則第183条に基づく事前備置書面） 

 

 

当社は、2025年３月31日付で当社の完全子会社である南海電気鉄道分割準備株式会社

（以下「承継会社」という。）との間で締結した吸収分割契約（以下「本吸収分割契約」

という。）に基づき、効力発生日を2026年４月１日として、当社が営む鉄道事業（泉北高

速鉄道株式会社（以下「泉北」という。）との吸収合併契約に基づく吸収合併（2025年４

月１日効力発生）により当社が泉北から承継した鉄道事業を含む。）に関して有する権利

義務を承継会社に承継させる吸収分割（以下「本吸収分割」という。）を行うことといた

しましたので、会社法第782条第１項及び会社法施行規則第183条に基づき、本吸収分割に

関する事前開示をいたします。 

 

１．本吸収分割契約の内容 

  別紙１のとおりです。 

 

２．分割対価の定めの相当性に関する事項 

（１）交付する株式の数に関する事項 

本吸収分割に際して当社に交付される承継会社の株式の数については、両社の協議

により200株と決定したものでありますが、承継会社は当社の完全子会社であり、本

吸収分割に際して発行される承継会社の株式はすべて吸収分割会社である当社に交付

されることから、任意に定めることができるものと考えられるところであり、相当で

あると判断しております。 

 

（２）承継会社の資本金及び準備金の額に関する事項 

本吸収分割により増加する承継会社の資本金及び準備金の額は、次のとおりであ

り、本吸収分割後における承継会社の事業内容及び当社から承継させる権利義務等に  

照らして、相当であると判断しております。 

資 本 金：本吸収分割により増加する資本金の額は、金９千万円とする（増加後



の資本金の額は、金１億円）。 

資本準備金：本吸収分割により増加する資本準備金の額は、金１億円とする（増加

後の資本準備金の額は、金１億円）。 

利益準備金：本吸収分割により利益準備金の額は増加しない。 
 

３．承継会社に関する事項 

（１）成立の日における貸借対照表の内容 

承継会社におきましては、確定した事業年度はありません。承継会社の設立の日

（2025 年３月３日）における貸借対照表は、次のとおりであります。 

 （単位：百万円） 

科目 金額 科目 金額 
（資産の部） 
流動資産 
 現金及び預金 

 
10 
10 

（純資産の部） 
株主資本 
 資本金 

 
10 

       10 
資産合計 10 負債純資産合計 10 

 

（２）成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の  

状況に重要な影響を与える事象の内容 

   該当事項はありません。 

 

４．最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

2025 年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、泉北を吸収合併消滅

会社として吸収合併を行い、当社は、泉北の資産、負債その他の権利義務の一切を承継い

たしました。なお、当社は、泉北の発行済株式のすべてを所有していたため、本吸収合併

に際して株式その他の金銭等の交付はありません。 

 

５．債務の履行の見込みに関する事項 

（１）当社の債務の履行の見込みについて 

当社の2025年３月31日現在の貸借対照表における資産の額は、856,410百万円、負

債の額は626,011百万円で、資産の額が負債の額を上回っており、また、当社は2025

年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、泉北を吸収合併消滅会社

として吸収合併を行い、当社は、泉北の資産、負債その他の権利義務の一切を承継い

たしましたが、当社の資産の額は、負債の額を十分上回っております。 

承継会社は当社の完全子会社であるため、本吸収分割に伴い、当社企業集団の資

産、負債の額に変動はなく、また、本吸収分割の効力発生日（2026年４月１日）後に



おける当社企業集団の資産の額は、負債の額を十分上回るものと見込んでおります。 

また、本吸収分割後の当社の事業活動について、債務の履行に支障をきたすような

事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上の点を総合的に勘案した結果、本吸収分割後においても、当社が負担すべき債

務については、履行の見込みがあるものと判断しております。 

 

（２）承継会社の債務の履行の見込みについて 

   承継会社の成立の日の貸借対照表における資産の額は10百万円、負債の額は０円

で、資産の額が負債の額を上回っており、その後同日から現在までに生じた変動並び

に今後本吸収分割の効力発生日までに予測される資産及び負債の額の変動を考慮して

も、当該効力発生日後における承継会社の資産の額は、負債の額を十分上回ることが

見込まれます。 

また、本吸収分割後の承継会社の事業活動について、債務の履行に支障をきたすよ

うな事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上の点を総合的に勘案した結果、本吸収分割後においても、承継会社が負担すべ

き債務については、履行の見込みがあるものと判断しております。 

 

 

６．事前開示開始日後の上記事項の変更 

  事前開示開始日後に、上記の事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項を直ちに

開示いたします。 

 

以 上 

 



別紙１

南海電気鉄道株式会社（以下「甲」という。） 及び南海電気鉄道分割 準備株式会社（以下「乙」

という。）は、 甲が鉄道事業(2024年9月30日に甲と 泉北高速鉄道株式会社（以下「泉北」とい

う。） と の間で締結した吸収合併契約に基づく吸収合併 (2025年4月1日効力発生予定）により、

甲 が泉北から承継する鉄道事業を含む。 以下「本事業」という。）に関して有する権利義務を乙に

承継させる吸収分割 （以下「本吸収分割 」という。）について、 次のとおり吸収分割契約（以下「本

契約 」という。） を締結する。

第1条（商号及び住所 ）

本吸収分割に係る吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所は次のとおりである。

(1)吸収分割会社

商号：南海電気鉄道株式会社

(2026年4月1日 付で「株式会社NANKAI」に商号変更予定）

住所 ：大阪市中央区難波五丁目1番60号

(2)吸収分割承継会社

商号：南海電気鉄道分割 準備株式会社

(2026年4月1日 付で「南海電気鉄道株式会社」に商号変更予定）

住所：大阪市中央区難波五丁目1番60号

第2条（承継する権利義務）

本吸収分割により、 乙が甲から承継する権利義務（以下「本権利義務」という。）は、2026年3

月31日現在の甲 の貸借対照表その他同日現在の計算書類を基礎とする別紙「承継 権利義務明細

表」記載の権利義務（これらに付随する権利義務を含む。） とする。

2 甲から 乙に対する債務の承継は、 重畳的債務引受の方法による。

第3条（本吸収分割に際して交付する株式に関する事項）

乙は、 本吸収分割に際して、 甲に対し、 本権利義務の対価として乙の株式200 株を交付する。

第4条（乙の資本金及び準備金の額に関する事項）

本吸収分割に際して、 増加する乙 の資本金及び資本準備金の額は次のとおりとする。

(1)資本金 ：本吸収分割により増加する資本金の額は、 金9千万円とする（増加後の資本金

の額は、 金1億円）。

(2)資本準備金：本吸収分割により増加する資本準備金の額は、 金1億円とする（増加後の資本

準備金の額は、 金1億円）。

( 3)利益準備金：本吸収分割により利益準備金の額は増加しない。

吸収分割契約書










	事前開示書面
	別紙１_吸収分割契約書

